様式第３号（第１４条関係）
参加資格確認調書
	商号又は名称
	


公告において明示されている参加資格については、下記のとおりです。
記

	番号
	参加資格確認項目
	確認内容

	１
	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
	該　当・非該当

	２
	建設業法（昭和24年法律第100号）第28条に基づく営業停止の処分を受けていない者であること。
	該　当・非該当

	３
	有効な経営事項審査結果通知書等の交付を受けている者であること。
	該　当・非該当

	４
	下諏訪町における建設工事入札参加資格者名簿に登載された者であること。

（建築工事業についてＡ等級であること。）
	該　当・非該当

	５
	下諏訪町から入札参加停止等の措置を受けていない者であること。
	該　当・非該当

	６
	町税を滞納していない者であること。（下諏訪町に納税義務がある者に限る。）
	該　当・非該当

	７
	次の者が、同一の事後審査型一般競争入札に参加していないこと及び対象工事に係る設計業務の受託者でないこと。
ア　親会社と子会社又は親会社を同じくする子会社同士の関係にある者

イ　一方の会社役員が他方の会社役員又は他方の会社の管財人を現に兼ねている者
	該　当・非該当

	８
	建築工事業について、特定建設業の許可を有していること。
	該　当・非該当

	９
	建築工事業に係る建設業法第26条に規定する監理技術者（３か月以上の恒常的雇用関係にある者）を専任で配置できること。なお、監理技術者は、当該対象業種に係る監理技術者資格者証の交付を受けている者であって、国土交通大臣の登録を受けた講習を受講した者であること。
	該　当・非該当

	10
	特定ＪＶの代表者については、長野県内に所在する本店、支店又は営業所等であること。
特定ＪＶの代表者でない構成員については、諏訪地域６市町村に所在する本店、支店又は営業所等であること。

ただし、支店又は営業所等にあっては、次の要件を満たしていること。

・設置年数：諏訪地域で開設後10年以上経過していること

・社 員 数：常勤社員数が５人以上であること

　（諏訪地域内に本店、支店又は営業所等がある場合は、合計人数とする）
　・実　　績：過去５年間に、当該業種の元請として諏訪地域６市町村いずれかが発注した工事の施工実績があること。
	該　当・非該当


(注) 「確認内容」欄は、いずれかに○を付すこと。
工事名：令和６年度下諏訪総合文化センター大ホール天井脱落防止対策等改修工事＜建築主体工事＞
